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建設分野における外国人材の受入れ状況

〇 建設分野で活躍する外国人の数は、2011年から8倍以上に増加（1.3万人→11.1万人）
〇 在留資格別では技能実習生が最多(2020年：7.7万人)で、近年増加傾向（ただし、実習制度であり就労制度ではない）
〇 2015年から、オリンピック･パラリンピック東京大会の関連施設整備等による一時的な建設需要の増大に対応するため、
技能実習修了者を対象とした「外国人建設就労者受入事業」を開始（2022年度をもって終了予定）

〇 特定技能外国人については、2019年度に制度が開始、受入れをスタートして以降、人数は着実に増加中
（単位：人）➢建設分野に携わる外国人数

出典：外国人建設就労者は国交省調べ、特定技能外国人は入管庁調べ、その他は外国人雇用届出状況（厚生労働省）
（注）外国人建設就労者・特定技能外国人は、2021年3月末時点、その他は2020年10月末時点

2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
（注）

全産業 686,246 682,450 717,504 787,627 907,896 1,083,769 1,278,670 1,460,463 1,658,804 1,724,328
建設業 12,830 13,102 15,647 20,560 29,157 41,104 55,168 68,604 93,214 110,898

技能実習生 6,791 7,054 8,577 12,049 18,883 27,541 36,589 45,990 64,924 76,567

外国人建設就労者 ― ― ― ― 401 1,480 2,983 4,796 5,327 3,987

特定技能外国人 ― ― ― ― ― ― ― ― 267 2,116

１号特定技能外国人の受入状況（2021年3月末時点）

単位：人

単位：人

国籍別の状況

職種別の状況

職種 建設機
械施工

鉄筋施工 型枠施工 とび 左官
内装仕
上げ

コンクリート
圧送

配管 建築大工 建築板金 表装 屋根ふき 保温保冷 土工 鉄筋継手 合計

人数 445 363 338 332 174 171 76 71 87 22 17 5 11 3 1 2,116

国名 ベトナム 中国 フィリピン インドネシア タイ カンボジア ミャンマー ネパール その他 合計

人数 1,616 170 123 75 43 32 32 11 14 2,116
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建設分野特定技能１号評価試験の実施状況
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※国外で初の１号評価試験実施

実施予定

実施結果

○国内での建設分野特定技能１号評価試験実施結果及び実施予定（令和3年度）

○国外での建設分野特定技能１号評価試験実施結果（令和3年3月）

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【所要時間3:30】

・建設分野における外国人材の受入制度については、大きく分けて３つあります。

・１つ目は、技能実習制度です。技能実習制度は、開発途上地域等への技能等の移転を図り、その経済発展を担う「人づくり」に協力することを目的とする制度です。受け入れる人材も、入国時には技能を持っていなくても、技能実習２号の場合は３年間で技能検定３級相当の技能を、技能実習３号の場合は５年間で技能検定２級相当の技能を身につければ良いことになります。業界横断的な制度で、H30.10現在で約4.6万人います。

・２つ目は、外国人建設就労者受入事業です。東日本大震災からの復興需要やオリンピック・パラリンピック東京大会に向けた一時的な建設需要の増大に対処するため、特定活動という在留資格によって技能実習修了者を就労者として受け入れる制度で２０１５年から実施されています。この制度は、２０２０年度新規受け入れ、２０２２年度末までの時限措置となっており、在留期間は２～３年です。

・３つ目は、今回、新しく創設された「特定技能」です。特定技能１号は相当程度の知識又は経験を有する即戦力の人材で、特定技能２号は長年の実務経験等により身につけた熟練した技能を有する人材ですが、これらの特定技能外国人を人手不足が深刻な特定産業分野に受け入れようとするものです。更により高い建設技能及び専門性に係る試験に合格した外国人が特定技能2号となります。

・これまで、建設分野では、技能実習２号（３年間）又は３号（５年間）に加えて、特定活動の２年間（１年以上帰国した後に再入国する場合には３年間）の最長８年の在留まででした。新たな在留資格の創設により、特定技能１号は在留期間満了後も引き続き５年の在留が認められ、さらに特定技能２号に移行すれば、家族帯同で、在留期間の更新制限がなく、在留・就労ができることになりました。



特定技能（建設分野）の関係機関

（登録支援機関）

海外
訓練生

１号特定技能
外国人 定期報告

受入計画の認定
指導・監査 等

法務省
出入国在留管理庁

元請企業

現場での受入企業への
指導（CCUSも活用）

登録・連携

人材紹介

通報・相談受付
転職支援

支援の実施

試験
選考

就職支援

（一社）建設技能人材機構
（特定技能外国人受入事業実施法人）

国土交通省元請団体
関係団体

受入対象職種の
専門工事業団体

機
構
へ
の
加
入

海外提携
教育機関

業務提携

海外 日本

募集
教育

在留資格
取得

技能実習・特定活動
修了者

在留資格
取得

受入企業

(一財)国際建設技能振興
機構(FITS)

（適正就労監理機関）

特定技能雇用契約

送り出し機関
※送り出し国によっては、政府

による認定等が必要

受入れ後講習
巡回指導
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建設分野 母国語ホットライン相談

▲ ベトナム語

▲ フィリピン語

▲ 英語（表、裏）

▲ 中国語

▲ インドネシア語

ＦＩＴＳは建設分野の外国人就労者に対する
支援として、ＪＡＣからの委託を受け、母国語
ホットライン相談窓口を設置し、５か国語（中国
語、ベトナム語、インドネシア語、フィリピン語、英語）によ
る相談に対応。建設業の就労実態を踏まえ、日
曜日も開設。

母国語相談の受付日時や連絡先等の案内につ
いては、
①JAC・FITSのHPへの掲載
②窓口の開設時間や連絡先を記載した「ホットライ
ンカード」（左）の配布（認定時や巡回指導時）

他の在留資格で入国した者（技能実習生等）
についても、相談先が分からない等の問い合わせ
があった場合、担当窓口を紹介。
※技能実習生については外国人技能実習機構、その他在留資
格に基づく外国人労働者については各労働局の窓口を紹介。

【相談内容例】
特定技能の仕組みに関する問合せ
特定技能外国人の受入先を探してほしい
賃金・休暇等雇用契約に関する疑義
【対応例】
JACと連携して受入先探し
本人の意向を尊重しつつ、受入企業等との仲介
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